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ストーカー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第83号。

以下「改正法」という。）が別添１のとおり公布され、第６条の改正規定（ストーカー行

為等の相手方に係る一定の情報を提供するおそれがある場合の措置に関する規定）を除き、

令和７年12月30日から施行され、同条の規定については、令和８年３月10日から施行され

ることとなった（改正法の概要、要綱及び新旧対照条文については、別添２から別添４ま

でのとおり）。

改正法に係る当面の運用上の留意事項は下記のとおりであるので、事務処理上遺憾のな

いように運用されたい。

記

１ 地域住民、関係行政機関、企業・団体、学校等に対する広報啓発活動の推進

ストーカー事案の兆候をいち早く把握し、被害の予防・拡大防止を図るため、被害者

等から早期に相談等がなされるよう、地域住民に加え、関係行政機関、企業・団体、学

校等に対して、改正法の内容を周知徹底すること。

特に従業員を雇用する企業・団体及び学校に対しては、改正法により被害者に対する

援助の努力義務の主体になり得るところ、改正法の内容の周知に加え、被害者等の安全

確保を最優先とした対処のために警察と更に緊密な連携を図ることができるよう関係構

築に努めること。

２ 警察職員に対する指導教養

被害者等からの相談については、特定の窓口に限らず、警察本部や警察署の担当課、

警察署の当直、交番、駐在所等の様々な部署に寄せられ、対応する可能性があることか

ら、全ての職員に対して、改正法の内容の指導教養を行うこと。

３ 附帯決議の趣旨を踏まえた対応

衆議院内閣委員会及び参議院内閣委員会における改正法案の議決に際し、「ストーカ

ー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（別添５及

び別添６）が決議され、被害者の意向を踏まえて警告を行うことのほか、関係機関との

連携協力を推進することや被害者等の安全確保を最優先に対応することなどがその内容

とされていることから、当該内容を踏まえて対応されたい。


